
 

 

 

 

 

このニュースレターは、日本ＦＨ協議会会員の方にできるだけ早急にお知らせしなければならない情報や知って

おいてもらいたい１つないし２つの情報を送ります。必要ならプリントしてあるいは保存しておいてください。 

 

  令和 2年 2月 7日に、厚労省より「都道府県社会的養育推進計画の策定

要領」に基づく各自治体の「推進計画」策定状況が途中発表されました。 

ここでは里親委託率について資料を掲載します。 

 「里親等委託率の目標値の検討状況の分布」です。これは「社会的養育ビジョン」

に示された「里親委託率」を 

3 歳未満７５％以上おおむね５年以内、 

3 歳以上・就学前７５％以上おおむね７年以内、 

学童期以降５０％以上おおむね１０年以内に引き上げる 

という目標に沿って計画を策定するものです。 

 
  

  

                                      

                                 

                                 

                                 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表は委託率３歳未満で７５％を達成する自治体は5年目で3自治体、7年目で3歳未満で5自治体、

3 歳以上で 4 自治体などなどです。多くの自治体はできないということになるのでしょうか。 

 



 各都道府県別に目標値を掲載してあります。ＦＨ所在都道府県が基準を満たす目標値が黄色で示

されています。困難性があるでしょうが、10 年後も半数以下の自治体が目標を達成することがで

きないということになると思います。 


